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 第１章  基本的事項（背景・目的・意義） 

１. 計画策定の背景 

温室効果ガスとは、大気に含まれており、赤外線を吸収し、放出することで大気等を温め、

温室効果をもたらす気体のことを言います。18 世紀末の産業革命以降、地球全体の温室効果

ガスが急激に増え、温室効果が強くなり、地球全体の気温が上昇していることがわかりまし

た。これまでの「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」の報告において、気候変動の影響

により、水、生態系、食料、沿岸域、健康等に、より深刻な影響が生じていることが予測され

ています。そのため、温室効果ガス排出量を減らし、地球温暖化による気候変動を抑制する

ことが重要です。 
  

 

図 1 世界の平均気温偏差※１ 

出典：気象庁 HP「世界の年平均気温」を元に作成 

 

２. 計画の基本的事項 

本計画は令和 12（2030）年度を中期目標とし、令和 32（2050）年までに明和町全域

で発生する温室効果ガス排出量の実質ゼロを目標に、町民や事業者の意識啓発を図り、地域

が一体となった温暖化対策を推進します。「第６次明和町総合計画」における将来像「住みた

い 住み続けたい 豊かなこころを育む 歴史・文化のまち 明和」を環境面から実現するため、

「ゼロカーボンシティ宣言」や上位関連計画等と連動させて進め、環境面から方向性や具体

的目標、対策等を定めています。 
   

 
図 2 地球温暖化対策実行計画の位置づけ  

明治 24 

（1891）年 

－0.78℃ 

昭和 25 

（1950）年 

－0.63℃ 

令和 5 

（2023）年 

＋0.54℃ 

左図のように、明治 24（1891）年

から昭和 25（1950）年の 60 年間

での変化が＋0.15℃に対し、昭和

25（1950）年から令和 5（2023）

年の 74 年間では＋1.17℃と急激に

増加していることがうかがえます。   
※１ 世界の平均気温偏差とは、各年の世界の平均気温（陸

域における地表付近の気温と海面水温の平均）と基準値

（平成３（1991）年〜令和２（2020）年の 30 年平均

値）の偏差（個々の数値と平均値との差）です。 
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 第２章  明和町の目指す将来像及び目標 

１. 温室効果ガスの排出及び吸収状況 

明和町における二酸化炭素排出量は、令

和 2（2020）年度で 132.13 千 t-CO2

であり、基準年である平成 25（2013）

年と比べて 7 年間で 11.4%の減少とな

っています。総排出量は減少傾向にありま

すが、部門別にみると産業部門について

は、事業所数や事業規模が拡大しているた

め、増加傾向となっています。 

図３ 温室効果ガス排出量の推移グラフ 

出典：環境省_自治体排出量カルテ 

 

２. 明和町の目指す将来像と基本方針 

明和町では居住環境の充実・調和を図りながら、環境負荷の低減につながる持続可能な住

み良いまちづくりを続けていく必要があります。国際連合で定められた SDGs（持続可能な

開発目標）について、「13.気候変動に具体的な対策を」等を基本的な概念とし、持続可能な

循環型・脱炭素社会の実現に向け、明和町の目指す姿と３つの基本方針を定めました。 

＜目指す姿＞  

     
＜３つの基本方針＞ 

 

 建物や未利用地等において、太陽光発電設備等による再生可能エネルギーの利活用を促進し

ます。また、同じ活動量でもエネルギー消費の少ない設備機器等の導入の促進を図ります。 

 

 ごみの減量化やリサイクルの推進等、廃棄物資源の循環形成を促進します。また、町民の暮

らしや事業者の事業において、社会経済活動と環境対策が両立した地域づくりを促進します。 

 

 これまで推進してきた環境保全や環境活動について、環境教育による意識の向上や森林の保

全、緑化の推進・保全等、二酸化炭素吸収源対策を部門横断的な取組として促進します。 

＜３つの基本方針に関連する SDGｓの目標＞ 

          

明和町の歴史・文化・自然資源をみんなでまもり、 

暮らしを引き継ぐ、持続可能な循環型・脱炭素社会の実現 

再生可能エネルギーの利用や施設のエネルギー消費効率を高める方針 基本方針① 

町民や事業者等の活動によるエネルギーや資源の消費削減を促進する方針 基本方針② 

環境活動や二酸化炭素吸収源をまもる方針 基本方針③ 
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 第３章  区域施策編 

１. 基本的事項 

(1) 対象範囲 

明和町全域の町民・事業者を対象とします。なお、明和町も区域内の事業者の位置づけで

もありますが、町単体の取組は「事務事業編」において示します。 

(2) 対象とする温室効果ガス 

町民や事業者等の日常的な取組によって最も削減が可能な温室効果ガスである二酸化炭素

（CO2）を削減対象とします。また、明和町における温室効果ガス排出量の割合が比較的多

い産業部門、業務その他部門、家庭部門、運輸部門（自動車（旅客）、自動車（貨物））及び廃

棄物分野（焼却処分）を対象とします。 

 
 

２. 温室効果ガスの排出削減目標 

明和町では国や県の目標に準ずるとともに、最終目標である温室効果ガスの実質排出ゼロ

を目指すため、平成 25（2013）年度比で令和 12（2030）年度までに 48%以上の削減

を中期目標として掲げます。 

  

図４ 削減目標と BAU 推計量 

 

また、国の「地球温暖化対策計画（令和 3 年改定）」において設定されている各部門の目標

以上の達成を目指します。現在、検討する取組をすべて実行することで見込む削減量を「表 

１」に示します。 
  

表１ 部門別の温室効果ガスの排出削減目標 

項目 

2013 年度 2030 年度  
部門別削減目標 

※政府目標 
基準年度 

排出量 

BAU 推計 

排出量 

取組により 

見込む削減量 

取組を見込んだ 

排出量 

基準年度比 

（削減率） 

 

産業部門 29.16 32.00 ▲14.23 17.77 ▲39.0%  ▲38.0% 

業務その他部門 31.40 14.71 ▲6.20 8.51 ▲72.8%  ▲51.0% 

家庭部門 35.07 18.55 ▲7.03 11.52 ▲67.1%  ▲66.0% 

運輸部門 51.27 40.46 ▲14.09 26.37 ▲48.5%  ▲35.0% 

その他の分野 2.16 1.86 ▲0.00 1.86 ▲14.1%  ―  

 単位：千 t-CO2             

平成25

（2013）年度

令和12

（2030）年度

令和32

（2050）年度

二酸化炭素
排出量

149,056
t-CO2

BAU
排出量

72,456
t-CO2

必要削減量
29,794
t-CO2

BAU
排出量

107,303
t-CO2

二酸化炭素
排出量
（目標）
77,509
t-CO2

2030年度

48％減
森林吸収量

286.7 t-CO2

2050年度

100％減

必要削減量
72,456
t-CO2

森林吸収量

286.7 t-CO2

令和2

（2020）年度

二酸化炭素
排出量

132,131
t-CO2

森林吸収量

286.7 t-CO2

令和 12（2030）年度における 

明和町の温室効果ガス排出量を 

平成 25（2013）年度比で

以上削減 
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３. 目標達成に向けた取組 

本計画における「明和町の目指す将来像と基本方針」にあわせて、温室効果ガス排出量の

削減による目標達成に向けた、次の取組を促進していきます。 
 

表２-１ 区域施策編における温室効果ガスの排出削減の取組 

基本方針 部門 導入施策 
施策の対象 

家庭 事業者 

 

再生可能エネル

ギーの利用や施

設のエネルギー消

費効率を高める

方針 

産業部門 省エネルギー性能の高い設備・機器等の導

入促進 
－ ○ 

産業部門・業務

その他部門 

ZEB の普及促進 
－ ○ 

家庭部門 ZEH の普及促進 ○ － 

自立型太陽光発電の普及促進 ○ － 

防犯灯の LED 化の促進 ○ ○ 

運輸部門 次世代自動車の普及促進 ○ ○ 

部門横断的対

策 

再生可能エネルギーの普及促進 ○ ○ 

再生可能エネルギーの利活用 ○ ○ 

 

町民や事業者等の

活動によるエネル

ギーや資源の消費

削減を促進する方

針 

産業部門・業務

その他部門 

エコマークやグリーン商品の購入 
－ ○ 

家庭部門 ごみの減量に関する補助 ○ － 

COOL SHARE の促進 ○ ○ 

運輸部門 モーダルシフトの促進 － ○ 

エコドライブの促進 ○ ○ 

部門横断的対

策 

地球温暖化対策のための国民運動「デコ

活」 
○ ○ 

５R の促進と普及啓発の実施 ○ ○ 

クールビズ・ウォームビズの促進 ○ ○ 

公共交通の積極的利用促進 ○ ○ 

 

環境活動や二酸

化炭素吸収源を

まもる方針 

産業部門 ブルーカーボンの保全 － ○ 

産業部門・業務

その他部門 

事業所の省エネ活動推進 － ○ 

産学官連携伊勢麻振興プロジェクトの推進 － ○ 

家庭部門 環境教育等の推進 ○ ○ 

環境教育等の推進 ○ ○ 

 

４. 気候変動への適応策に関する取組 

国においては、気候変動適応に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図るため、気候変動

適応法に基づき、令和 3（2021）年 10 月に

「気候変動適応計画」が閣議決定されました。

三重県では、「三重県地球温暖化対策総合計画」

において適応策が位置づけられています。 

明和町においても「明和町環境基本計画」の

見直し等にあわせて、気候変動影響や将来予測

の情報を踏まえ、関係機関とも連携を図りなが

ら適応策の検討を進めていきます。  

基本方針① 

基本方針② 

基本方針③ 

図５ 「緩和」と「適応」の２つの気候変動対策 

出典：気候変動適応情報プラットフォーム A-PLAT 
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 第４章  事務事業編 

１. 基本的事項 

(1) 対象範囲 

町が行う全ての事務事業及び町が所有する全ての施設（指定管理施設を含む）とします。 

(2) 対象とする温室効果ガス 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」第２条第３項において規定された削減対象となる

７種類の温室効果ガスのうち、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化窒素（N2O）、ハ

イドロフルオロカーボン類（HFCS）の 4 種類を削減対象とします。その他のパーフルオロ

カーボン類（PFCS）、六ふっ化硫黄（SF6）、三ふっ化窒素（NF3）は明和町の事務事業によ

る排出がほとんどないため、算定の対象外とします。 

 

２. 温室効果ガスの排出削減目標 

明和町が行うすべての事務事業により排出される温室効果ガス総排出量の削減目標は、区域

全体の目標である 48％削減を上回る、平成２５（2013）年度比で 52％の削減とします。 

 

図６ 削減目標と BAU 推計量 

 

３. 目標達成に向けた取組 

基本方針に基づき、町の事務事業として以下の取組を推進し、目標達成を図ります。 
 

表３ 事務事業編における温室効果ガスの排出削減の取組 

基本方針 取組 

 

再生可能エネルギーの利

用や施設のエネルギー消

費効率を高める方針 

公共施設の更新や新築時において、積極的に環境

負荷の少ない施設計画や太陽光発電設備の設置な

どによる再生可能エネルギーの導入を推進します。 

 

町民や事業者等の活動に

よるエネルギーや資源の

消費削減を促進する方針 

公共施設全体で、ごみの減量化やリサイクルの推進

等、廃棄物資源の循環形成、公共交通の活用や次世

代自動車の積極的導入等を図り、エネルギー消費量

や資源利用の削減を推進します。 

 

環境活動や二酸化炭素吸

収源をまもる方針 

公共施設全体で、環境負荷の少ない取組を推進す

るとともに、森林や緑地の適切な維持管理等を推

進します。 

  

平成25（2013）年度 令和４（2022）年度 令和12（2030）年度

二酸化炭素
排出量
3,719
t-CO2

BAU排出量
2,652
t-CO2

二酸化炭素
排出量
（目標）
1,785
t-CO2

28.7％減

2030年度

23.3％減

（区域施策編において、

町の事務事業が該当する

業務その他部門のBAU推計値）

必要削減量

867 t-CO2

2030年度

52％減

基本方針 

① 

基本方針 

② 

基本方針 

③ 

令和 12（2030）年度における

明和町の温室効果ガス排出量を 

平成 25（2013）年度比で

削減 
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 第５章  計画の推進に向けて 

１. 計画の推進体制 

区域施策編は、国・県・近隣市町と連携するとともに、町と町民、事業者、関係機関等との

協力・連携により推進していきます。 

事務事業編は、庁内に組織する環境基本計画推進会議において、各施設の具体的な削減目

標を定めて計画期間の進行管理を行い、二酸化炭素排出削減に努めます。 

 

図７ 体制図 

 

２. 点検・評価・進捗状況の公表 

 進行管理は、環境マネジメントシステムの PDCA サイクル手法を用い、計画の策定

「（Plan）—実行（Do）—評価（Check）—見直し（Action）」のサイクルにより継続的に

改善を行っていきます。 

 また、本計画のモニタリングと

して、各部門における温室効果ガ

ス排出量の削減量や再生可能エネ

ルギー導入実績量の推移を毎年確

認します。 

モニタリングの結果は環境基本

計画推進会議で報告し、各種施策

の実施状況の取組評価、見直しを

行います。進捗状況については町

の広報誌やホームページで毎年公

表します。 

図８ PDCA のイメージ図 

 

関係機関 

国・県・他市町村 
（行政機関） 

民間団体 
（非営利団体など） 

 

ゼロカーボンシティ 
共同宣言 6町 
（明和町ほか） 連携 

明和町 

参加 

提案 
協力 

支援 
情報 

報告 
諮問 

意見 
答申 

町民・事業者 環境審議会 

環境基本計画推進会議が 
本計画の推進体制を兼ねる 

町長 

環境基本計画推進会議 
（各課長相当職） 

環境基本計画推進会議 
専門部会 

（各課係長相当職） 

＜事務局＞ 
生活環境課 

 
Do の経過や結果を分

析し、削減効果を確認

する 

 
Action を踏まえて、温暖

化対策実行計画の改定や、

再生可能エネルギー導入

等の計画、見直しを行う 

 
Plan に基づき、各種取組を実

行する 

 
Check の結果を踏まえ、施策や計

画の改善、推進の必要性等の見直し

を実施する 
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